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法人税等更正処分取消請求事件 
東京地裁平成１５年７月１７日判決 
（平成１０年（行ウ）第１９５号） 
 

2006/11/25 
税理士 吉田素栄 

 
【事実の概要】 
青色申告法人であるＸ会社（原告）は、平成３年３月２７日同社の代表者甲の父乙との

間で、乙が代表者を務めている乙会社の発行済株式全株４万株（以下「本件株式」という）

を以下の条件で譲り受ける旨の売買契約を締結し、株式売買約定書（以下「本件売買約定

書」という）及び株式評価合意書（以下「本件評価合意書」という）を取り交わし、同日、

乙及び乙会社との間で、覚書（以下「本件覚書」という）を取り交わした。 
◎ 本件売買約定書 
本件株式の売買価格を９億４３２８万円とし、Ｘは乙に対し、平成３年３月２７日、売買

代金の１割を支払い、同年１０月２０日、残代金を支払うと同時に、本件株式を受領する。 
◎ 本件評価合意書 
本件株式の評価は、純資産価額方式を採用し、乙会社の平成２年８月１日から１２月３１

日までを一事業年度（本来は７月期決算）とみなし、評価差額に係る法人税額等相当額５

１％を控除する。乙会社の主な資産については、減価償却資産を帳簿価額の７０％とし、

土地については、平成２年分の路線価を基に評価する。 
◎ 本件覚書 
乙会社の平成２年１２月仮決算の利益と平成３年７月期決算の利益との差額が本件売買代

金の５％を超えれば売買代金の修正を行い過不足の精算を行う。（差額が５％を下回ったこ

とから実際には過不足金の精算は行われなかった） 
 
Ｘは、平成４年７月期分法人税について確定申告をしたが、これに対して、Ｙ税務署長

（被告）は、平成７年７月３１日付けで更正処分（更正処分対象事業年度：自平成３年８

月１日至平成４年７月３１日）をした。 
更正処分通知書には、更正の理由として、次のとおり記載されていた。 
「貴社は乙と平成３年３月２７日に乙会社の全株式を９４３，２８０，０００円で譲り受

ける契約をし、平成３年１０月２０日に全株式を譲り受けていますが、当該株式価額の評

価額の算定において評価会社の保有する土地の評価を平成２年の路線価格を用い、全ての

減価償却資産を簿価の７０％で評価し、また、評価差額に対する法人税額等に相当する金

額５１％を控除する等の誤りが認められます。 
 そこで、当該株式価額の算定について、当該株式は非上場株式で気配相場がなく、売買
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実例等他の類似する株式もないこと、評価会社の保有する土地は下落傾向の強い地域であ

ること等から土地の価額は平成三年分の路線価を時価として純資産方式で行い再計算した

ところ、１，５３１，０４４，０００円となり当初の契約金額との差額５８７，７６４，

０００円が受贈益として計上もれとなりますので、同金額を当期の所得金額に加算しまし

た。」 
 
参考）乙会社は、Ｘの発行済株式の６０％を保有していた。 
 
【当事者の主張】 
＜Ｘの主張＞ 
① 本件法人税更正処分における理由附記の不備の違法 
更正理由には、本件株式の評価時点が不明であり、このような理由附記が容認されるとす

れば、課税庁は評価時点を変更することによって評価額を変更することができるから、更

正処分に対する抗告訴訟において容易に理由の差替えをすることがかのうとなり、青色申

告制度を根底から覆すことにもなりかねない。 
② 理由差替えによる違法 
Ｙは、本件更正処分において、本件株式の評価時点をその引渡しの日である平成３年１０

月２０日としておきながら、本件の第二回口頭弁論期日に陳述した準備書面（一）におい

て、株式の評価時点を本件売買契約締結の日である同年３月２７日と主張している。しか

るに、評価時点に関するこのような主張の差替えを課税庁に許容すれば、更正の通知書に

理由附記を要求する法人税法１３０条２項の趣旨を没却し、被処分者の防御権行使に格別

の不利益が生ずから、このような差し替えは違法なものとして認められない。 
また、Ｙは、本件の第四回口頭弁論期日に陳述した準備書面（三）において、本件株式の

評価時点を再び変更して、平成３年１０月２０日としているところ、このような主張の変

更は、国税の更正等期間制限に関する国税通則法７０条１項の適用を回避するものである

とともに原告の防御権を侵害するものであるから、このような理由の差替えを許容するこ

とはできない。 
 
＜Ｙの主張＞ 
①理由附記について 
帳簿書類の記載自体を否認することなしに更正処分をする場合においては、その更正は納

税者による帳簿の記載を覆すものではないから、更正通知書記載の更正の理由が、そのよ

うな更正をした根拠について帳簿記載以上に信憑力のある資料を摘示するものではないと

しても、更正の根拠を更正処分庁の恣意抑制及び不服申立ての便宜という理由附記制度の

趣旨目的を充足する程度に具体的に明示するものである限り、法の要求する更正理由の附

記として欠けるところはない（最判昭和６０年４月２３日判決・民集３９巻３号８５０頁） 
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。 
②処分理由の差替えについて 
受贈益の実現が引渡しの日である平成３年１０月２０日であることを前提としつつも、収

益の計上額を算定するに当たり、本件売買契約が同族関係者間の取引であって、第三者間

の取引より履行が確実であることや、本来の評価時点を変更しても過大評価にならないこ

とから、準備書面（一）において評価時点を同年３月２７日としたものである。 
そして、最判５６年７月１４日判決（民集３５巻５号９０１頁）は、原処分庁の譲渡差額

の否認に関する同一物件に係る追加主張について、被処分者が熟知している価格にかんす

るものであることから被処分者が格別の不利益を受けるものではないとしたうえで、被処

分者に争訟上格別の不利益を与えるものでない場合はいわゆる理由の差替えの枠外の問題

である旨判示しているところ、本件の場合も同一物の評価の問題であり、かつ、いずれの

評価時点においても原告が有する財務諸表を基に算出しており、原告に争訟上格別の不利

益を与えるものでないことが明らかであるから、理由の差替えの枠外の問題というべきで

ある。 
 
【争 点】 
① 更正通知書に附記された更正の理由に、株式の評価時点が明示されていない場合、理由

附記の不備にあたるか否か。 
② 本件更正処分において、本件株式の評価時点をその引渡しの日である平成３年１０月２

０日としておきながら、本件の第二回口頭弁論期日に陳述した準備書面（一）において、

株式の評価時点を本件売買契約締結の日である同年３月２７日と主張したことが、法人

税法１３０条２項の趣旨を没却する理由の差替えにあたるか否か。 
 
【判 旨】 
① 理由附記の不備の主張について 
「法人税の青色申告者に対し、帳簿書類の記載自体を否認することなしに更正をする場合

においては、その更正は納税者による帳簿の記載を覆すものではないから、更正通知書記

載の更正の理由がそのような更正をした根拠について帳簿記載以上に信憑力のある資料を

摘示するものではないとしても、更正の根拠を更正処分庁の恣意抑制及び不服申立ての便

宜という理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に明示するものである限り、法

の要求する更正理由の附記として欠けるところはないと解される。（最判昭和６０年４月２

３日判決） 
そして、本件更正通知書に附記された更正の理由は……その内容は、原告による本件株式

の評価額の算定における誤りを具体的に指摘し、本件株式を再評価した場合の価額を示し

て、当該金額と当初の契約金額の差額が受贈益となることから、これを本件事業年度の所

得金額に加算するというものであって、納税者である原告による帳簿書類の記載自体を否
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認するものではなく、本件株式の評価について、原告と法的な評価を異にしたことに基づ

くものであることが認められる。 
そうであるとすれば、本件更正通知書に附記された上記理由は、本件株式の評価時点につ

いては明らかにしていないものの、本件法人税更正処分の根拠について、更正処分庁の恣

意抑制及び不服申立ての便宜という理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に明

示したものということができるから、更正理由の付記として不備があるということはでき

ない。」 
② 処分理由差替えの違法の主張について 
「被告は、本件訴訟において、当初、本件各更正処分と異なる評価時点における本件株式

の評価を主張しているものの、いずれの主張も、本件各更正処分における収益の計上に当

たり、原告が譲り受けた本件株式の評価に係るものであって、課税される事業年度、課税

の対象となる収益、課税の根拠等が同一であり、このような主張の変更は、係争処分の同

一性を害するものではない。」 
「また、原告は、被告が第四回口頭弁論期日に陳述した準備書面（三）において、本件株

式の評価時点を再度平成三年一〇月二〇日としたことが、原告の防御権の行使や、迅速な

訴訟手続の観点から決して望ましいものではないものの、変更後の評価時点が、本件各更

正処分における評価時点と同一であり、原告が被告の主張する評価時点として当初想定し

ていた時点であることにかんがみれば、原告の防御権の行使に格別の不利益を与えたとま

ではいえないから、原告の防御権を侵害した違法なものであるとまではいえない。」 
 
【判例研究】 
１、青色更正処分における理由付記制度（法人税法１３０条２項）の趣旨 
当初課税庁はこれを訓示規定と解し、理由不備は取消原因とならない1としてきたのに対

し、学説の多くはこれを批判し(効力規定説)、下級審判例もおおむね学説に同調する傾向

を示してきた2。 

このような対立に最高裁として初めて判断を下し、長年の論争に一応の決着をつけ、その

後の理由附記判例をリードしたのが、最判昭和３８年５月３１日判決3である。 

最判昭和３８年５月３１日判決は、以下の４点を明らかにした。 

（１）一般に法が行政処分に理由を附記すべきものとしている場合の趣旨は、処分庁の判

断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方に知らせ

て不服の申立の便宜を与えることにある。 

                                                  
1
 訓示規定と主張する根底には、大量的にしかも短期間に行わなければならない課税処分に対し、理由不備を取消原因

と解することは酷であり、ひいては税務行政に支障を来たす恐れがあるという配慮があった。加藤宏・税理・６巻９号

４２頁以下（昭和３８年）。 
2
 学説、判例の動向については、高柳信一・判批・租税判例百選(第 2版)１５６頁（昭和５８年）。 
3
 民集１７巻４号６１７頁。本件において、更正理由は「売買差益率検討の結果、記帳額低調につき、調査差益率によ

り基本金額修正、所得金額更正す」と記載されていた。 
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（２）青色申告に係る所得の計算については、それが法定の帳簿による正当な記載に基づ

くものである以上、その帳簿の記載を無視して更正されることがないことを納税義務者に

保障したものであるから、理由附記に当たっては、単に更正にかかる勘定科目とその金額

を示すだけではなく、そのような更正をした根拠を帳簿書類以上に信憑力のある資料を摘

示することによって処分の具体的根拠を明らかにすることを要する。 

（３）処分理由が、更正通知書の「記載自体」から納税者の知りうるところとなるもので

なければならない。 
つまり、納税者が税務調査に立ち会う等によりどの勘定科目が、いかなる理由で、いかに

算定されたかという更正の根拠を知りえたとしても、納税者が当該理由を事実上推知でき

たかどうかは、更正通知書における理由附記の程度を決するにあったて考慮されてはなら

ないとされたのである 
（４）附記理由の不備は、処分の内容的適否とは一応無関係に青色更正処分を違法にし、

それ自体で独立の取消原因となる。 
 
金子宏教授は、一般論として、次の三点を記載する必要があると述べられている。①更正

の理由となる課税要件事実の認定、すなわち帳簿書類の記載の否認、訂正、追加等を必要

ならしめる事実の認定である。②事実認定の結果、課税標準の中味にどのような変動が生

ずるかを帳簿書類の記載に即して明らかにすること。③①および②の点に関する資料を摘

示し、法令上の根拠を明らかにすることを挙げられる。また、理由付記を厳格に行うこと

により、その効果として、説得効果及び紛争予防効果があることを強調している。 

 
２、理由付記の程度 
最判昭和４７年３月３１日判決及び最判昭和４７年１２月５日判決により、「借地権計上

漏れ金３３０万円」、「１営業譲渡補償金計上もれ１１５５万円、２認定利息（代表者）計

上もれ１万９８３９円、清算所得の加算項目として、３残余財産の違算分４０００円、４

代表者仮払金３９万６８９０円、５営業譲渡補償金９０５万円」といった「勘定科目・金

額のみの記載」では、理由付記の要件を充たすものではないことが明らかにされた。 
さらに、最判昭和６０年４月２３日判決では、納税者であるＸ法人が、冷暖房設備を特

別償却の対象となる機械として減価償却したのに対して、所轄税務署長Ｙが、当該設備は

建物付属設備であるから特別償却の対象にならないこととし、更正通知書に更正理由とし

て「一、減価償却費の償却超過額…３６万８０３６円。４６年６月取得の冷暖房設備につ

いて機械として特別償却していますが、内容を検討した結果、建物付属設備と認められ、

特別償却の適用はありませんので、次の計算による償却超過額は損金の額に算入されませ

ん。（種類）冷暖房設備（償却限度額）１７万３３１９円（貴社計算の償却費額）５４万１

３５５円（差引償却超過額）３６万８０３６円」と記載して、更正処分をなした事例であ

るが、判決はまず、「帳簿書類の記載自体を否認することなしに更正をする場合においては、

右の更正は納税者による帳簿の記載を覆すものではないから、更正通知書記載の更正の理

由がそのような更正をした根拠について帳簿記載以上に信憑力のある資料を摘示するもの
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でないとしても、更正の根拠を前記の更正処分庁の恣意抑制及び不服申立ての便宜という

理由附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に明示するものである限り、法の要求す

る更正理由の附記として欠けるところはないと解するのが相当である。」と一般的判断を示

し、そのうえで「本件更正通知書記載の更正の理由には本件更正をした根拠についての資

料の摘示がないことは否定できないところであるけれども、本件更正は、前記のような内

容のものであって、本件冷房機の存在、その取得時期及び取得価額についての帳簿記載を

覆すことなくそのまま肯定したうえで、被告上告会社の確定申告における本件冷房機の属

性に関する評価を修正するものにすぎないから、右更正をもって帳簿書類の記載自体を否

認するものではないというべきであり、したがって、本件更正通知書記載の更正の理由が

右のような更正をした根拠についての資料を摘示するものでないとしても、前記の理由附

記制度の趣旨目的を充足するものである限り、法の要求する更正理由の附記として欠ける

ところはないというべきである。」と判示した。 

そして、「本件冷房機がなにゆえ特別償却の対象とされる「機械」にあたらないのかにつ

いて…「建物付属設備」にあたるとするにとどまり、上告人の判断の基礎となった具体的

事実関係を明示していないが、冷房機はもともと建物内部を冷房して空気温度を調整する

という機能を果たす目的で製作されるものであるから、その機能が特殊の用途に用いられ

るため特別償却の対象とされる「機械」にあたることを肯定しうる例外的な場合でない限

り、普通償却の対象とされる「建物付属設備」としての「冷暖房設備」または「器具及び

備品」にあたるというべき」であり「右更正理由の記載は、本件更正における上告人の判

断過程を省略することなしに記載したもの」であると結論づけた。 
 
３、理由附記の効力 
附記理由の不備は、処分の内容的適否とは一応無関係に青色更正処分を違法にし、それ

自体で独立の取消原因となる。（最判昭和３８年５月３１日判決） 
前記最判昭和４７年１２月５日判決においては、「附記理由不備の瑕疵は、後日審査裁決に

よって具体的な理由が明示されても治癒されない」という点も明らかにされている。 
 
４、私見 
判旨に反対。 
①理由附記の不備に当たるか否か 
本件更正処分通知書の記載を見ると、一見算定根拠が示されているようだが、根拠条文

である法人税法２２条２項の記載がない。金子宏教授が一般論として更正処分通知書の記

載事項を３点挙げられているが、その中でも根拠法令を明らかにすることは要となる事項

と考える。なぜならば、実体法上、税額に変動をもたらす場合、租税法律主義の観点から

必ず事実認定→法解釈→法適用のプロセスを経ることが必要であり、根拠条文を明示する

ことは租税法律主義を担保するという意味で非常に重要なことと考える。そして、根拠法
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令を明記することにより、処分庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制すると

ともに、処分の理由を相手方に知らせて不服の申立の便宜を与えると考えるからである。 

処分理由附記規定は、納税者と課税庁の間で租税法の解釈・適用が対立する限界的場面

において課税庁の恣意性の介入を防止し租税法律主義を有効に機能させるため重要な規定

であり、更正処分通知書に根拠条文の記載がないことは、法人税法１３０条２項の趣旨を

大きく没却するのではないだろうか。 
 
 さらに、本件においては更正の理由に、株式の評価時点が明示されていない。一般に公

正妥当と認められる会計処理の基準（企業会計原則・損益計算書原則三Ｂ）によれば、一

般に商品等の売上高は、実現主義により認識される。一般には引渡しの時点で売上を認識

することとなる。なぜ売上高を実現主義により認識するかといえば、商品等の引渡時には、

現金又は現金同等物の獲得もあるため、収益の確実性、客観性が保障され、もって未実現

の利益を計上しないためである。 
しかし、本件における有価証券の受贈益部分は、時価と取得価額の差額について益金とし

て課税するものであり、その受贈益部分について現金や現金同等物の取得はありえず、未

実現の利益を計上するということである。 
つまり、引渡し時点でも売買契約締結時点と同様に収益は実現し得ないのである。 
そもそも、時価評価を行うということは、未実現の利益を認識することであり、実現主義

とは相反するものである。 
そうであるとすれば、契約時から当該有価証券の時価の変動リスクが生じるのであるから、

むしろ契約締結時に有価証券の発生とともに受贈益の発生を認識するべきではないだろう

か。金融商品に係る会計基準においても、契約締結時に原則として金融資産(有価証券)の発
生を認識しなければならないこととなっている。 
そして、契約時でなく引渡時まで収益の認識を先送りすれば納税者に恣意性の介入の余地

をかえって拡大することとなり、税負担の公平の見地からも不適当である。 
よって、受贈益の認識は、本来契約締結時（平成３年３月２７日）において認識するべき

であり、そうであるとするならば、平成７年７月３１日において行った本件更正処分は、

その更正処分に係る法定申告期限（平成３年９月３０日）から３年を経過した日以後の更

正処分となるため、更正処分自体認められないこととなる。（国税通則法７０条１項１号） 
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さらに、東京高判昭和５０年１１月１２日判決（確定）4によれば「更正通知書に附記さ

れた更正の理由のうち「ほか一件」とか「ほか三件」とかの記載は、……所得として加算

すべきものとする合計金額算定の根拠を具体的に示したものとは云えない」とし、理由附

記に不備があると判示していることからも、否認する項目の一部を例示するにすぎない場

合は、理由附記の不備があると解すべきであろう。 
 
②評価時点の変更は、法人税法１３０条２項の趣旨を没却するか否か 
これは、直接的には理由差替えの可否の問題であるが、従来租税争訟の対象は何かという

訴訟物の問題（総額主義と争点主義の対立を背景）として議論されてきた。 
総額主義は、更正等によって確定された税額が、租税実体法に規定する課税要件によっ

て一義的に定まっている客観的な税額を上回っているか否かを訴訟物とする。よって、処

分理由は訴訟上の攻撃防禦方法にすぎず、理由の差替えや税額の客観的存在を立証しうる

いかなる理由も主張しうることとなる。 
 また、総額主義の根拠としては、①課税処分取消訴訟は、その実質において租税債務不

存在確認訴訟に類するものであること、②紛争の一回的解決があげられる。 
そして、総額主義をとりつつも、青色申告に限って青色申告の理由附記の趣旨から理由

の差替えを攻撃防御方法の次元における「主張制限」として捉える見解がある。この見解

は、高林克巳判事らにより早くから主張されていたところであるが、松沢智教授により精

緻化され、現在訴訟物を総額主義と捉えたうえで、理由の差替えを攻撃防御方法の次元に

おける「主張制限」として捉える見解が、ほぼ判例実務において浸透している通説的見解

であるとされる。 
しかし、この見解も、理由の差替えを全く認めないのではなく「処分理由の基礎となった

事実の同一性」を害さない範囲内であれば理由の差替えを許容する。そして、ここでいう

「処分理由の基礎となった事実の同一性」とは、①処分に係る課税要件事実のうちの基本

的事実が同一であって、②納税者の防御に不利益を与えない範囲としている 
 
一方、争点主義は処分理由との関係における税額の適否を訴訟物とする。よって、争点

                                                  
4 第一の更正にかかる更正通知書には、更正の理由として、「加算金額 雑収入もれ 一、二〇〇、〇〇〇円 
三九年一二月一二日借入金に経理した阿部鉄太郎よりの入金分七〇〇、〇〇〇円ほか一件計一、二〇〇、〇〇〇円は、

特定入居者よりの権利等譲渡収入とします」と記載されており、 

第二の更正にかかる更正通知書には、更正の理由として、 

「加算金額 雑収入もれ 七、四五〇、〇〇〇円 四〇年三月二日借入金に経理した小尾栄よりの入金分七〇〇、〇〇

〇円ほか一件計一、七〇〇、〇〇〇円および四〇年三月二日預り敷金に経理した三松士逸よりの入金分一、三五〇、〇

〇〇円ほか三件計五、七五〇、〇〇〇円は、特定入居者よりの権利等譲渡収入とします。」 

と記載されていた。 
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主義は、総額主義と異なり処分理由の差替えは原則として許されず、その反面、取消判決

は当該処分理由との関係で当該更正の効力を失せしめることにとどまるため、更正等の排

斥期間（国税通則法７０条）を過渡しなければ、新たな理由に基づいて再更正をすること

ができることになる。 
 また、争点主義の根拠としては、①手続的保障原則（租税の賦課・徴収は公権力の行使

であるから、適正な手続きで行われなければならず、またそれに対する訴訟は適正な手続

きで解決されなければならない）との関係で展開され、その実体法上の表れとして青色申

告に対する更正の理由附記が必要（法人税１３０条２項）とされ、②白色申告に対しても

異議申立てを棄却する場合は、異議申立書に原処分を正当とする理由の附記が必要（国通

８４条４、５項）とされる。 
しかし、金子宏教授によれば争点主義をとった場合も、理由の差替えが絶対認められな

いというのではなく、原処分の理由とされた基本的課税要件事実の同一性が失われない範

囲内では、理由の差替えが認められる。 
 
課税要件事実の差替えを行った事例5であるが、最高裁昭和５６年７月１４日第三小法廷

判決（民集３５巻５号９０１頁）では、「このような場合に被上告人（Ｙ税務署長・筆者注）

に本件追加主張の提出を許しても、右更正処分を争うにつき被処分者たる上告人に格別の

不利益を与えるものではないから、一般的に青色申告書による申告についてした更正処分

の取消訴訟において更正の理由とは異なるいかなる事実をも主張することができると解す

べきかどうかはともかく、被上告人が本件追加主張を提出することは妨げないとした原審

の判断は、結論において正当と是認することができる。」と判示し、訴訟物論までは言及し

てないが理由の差替えを認めた。 
  
本件においても、「このような主張の変更は、原告の防御権の行使や、迅速な訴訟手続の

観点から決して望ましいものではないものの、変更後の評価時点が、本件各更正処分にお

ける評価時点と同一であり、原告が被告の主張する評価時点として当初想定した時点であ

ることにかんがみれば、原告の防御権の行使に格別の不利益を与えるとまではいえないか

ら、原告の防御権を侵害した違法なものであるとまではいえない。」として理由の差替えを

容認している。 
 

しかし、総額主義のように租税実体法上客観的に存在する真実の税額の発見、追及を理由

に訴訟段階において理由の差替えを自由に認めることは、課税処分時における課税庁の判

                                                  
5 第一審でＹ税務署長は、口頭弁論の段階で、仮に本件物件の取得価額が７，６００万９，６００円であるとして

も本件物件の売却代金が実際には７，０００万円ではなく９，４５０万円であるから、いずれにしても本件更正処分は

適法であるとの趣旨の追加主張をした。 
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断の慎重さを欠くことにつながりやすく、課税庁の恣意性の介入の余地を拡大することに

つながりやすい。 
その結果、処分理由附記規定の趣旨が没却することとなる。 
さらに、訴訟段階において理由を自由に差替えられるのであれば、不服申立段階におけ

る納税者の苦労は徒労に帰すこととなり、租税争訟において不服申立前置主義をとること

は全く形式的なものとなり、不服申立制度の形骸化が危惧させる。そして、納税者は訴訟

段階において不意打を受けることとなり攻撃防御につき不利益を受けることは避けられな

い。 

一方、争点主義は課税処分において当初課税庁によって納税者に表明された理由によっ

て特定された税額の適否を訴訟物とするため、理由附記の趣旨（処分適正化機能、争点明

確化機能）に沿うものであり、攻撃防御につき納税者にとって不意打とならず、争訟手続

上納税者に不利益を与えないという点において、納税者の権利救済という租税争訟法の本

来の目的上、総額主義に比較して優位性がある。 
 

訴訟物論から離れて実体法が理由附記を要求している趣旨からの主張であるが、原田尚

彦教授は、訴訟の段階で容易に理由の替えを認めてしまうと以下のような問題点があると

指摘する。①税務署は処分時に慎重な調査をせず、暫定的な理由を附記して処分をするお

それがある。②納税者は訴訟になってからはじめて不意打的に真の処分をきかされ、準備

不十分のままで訴訟に臨まざるをえない。③裁判所も争点の整理かつ不十分な状態で審理

に応じざるをえないから、負担の軽減がはかられないなど、理由附記制度の狙いは、ほと

んど実現されないことになってしまう。 
 
よって、原則的には理由の差替えは認められないと解すべきであり、理由と税額の結び

つきを重視する争点主義的な思考が重要であると考える。 
 
また、本件において、被告は更正処分時においては、純資産価格方式で算定した株価が

１５億３１０４万４千円と理由附記していたが、訴訟段階になり同じ評価方法によって算

定しているにもかかわらず主意的主張としては、１６億４１８７万８９２７円であり、予

備的主張としては、１９億２１２５万５２８３円とその評価額には更正処分時とかなりの

開きがあり、処分庁の判断の慎重さが欠けている観は否めないし、純資産価額方式を用い

た場合所有資産一つ一つについて時価評価を行うのであり、否認する項目の一部を例示し

ているのみでは理由附記によって処分の理由を相手方に知らせて不服の申立の便宜を与え

ることにおいてもその趣旨が果たされているとはいえないのではないだろうか。 

そして、本件においては、結局、被告は本件の第四回口頭弁論期日に陳述した準備書面

（三）において、本件株式の評価時点を再び変更して、平成３年１０月２０日としている

のであるが、本来、「理由」は、訴訟段階において後発的、補完的に付与されればよいとい
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う性質のものではなく、課税庁が課税処分時において「理由」が存在していることを認識

していなければ、そもそも課税庁は課税処分を行えないはずである。よって、処分時から

訴訟まで争点主義的構造を一貫させることが納税者の権利救済制度において処分庁の判断

の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方に知らせて

不服の申立の便宜を与えることにつながるのではないかと考える。 
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